
　

９
月
２
２
日
の
市
長
質
疑
で
、子
ど
も
医
療
費
助
成
拡
大
に
よ

っ
て
、
入
院
患
者
を
減
ら
す
調
査
結
果（
慶
応
大
大
学
院
・
後
藤

励
准
教
授
）
や
、
本
市
近
隣
自
治
体
や
他
の
政
令
市
（
２
０
市
中

９
市
）
が
中
学
卒
業
ま
で
助
成
を
実
施
し
て
い
る
実
態
を
示
し
、

自
己
負
担
な
し
の
中
学
卒
業
ま
で
完
全
無
料
化
を
求
め
ま
し
た
。

　

住
民
か
ら
、側
溝
に
あ
る

集
水
枡
か
ら
雨
水
が
あ
ふ

れ
敷
地
に
流
れ
込
ん
で
く

る
と
の
相
談
を
受
け
、
市

（
区
役
所
）
に
申
し
入
れ
た

と
こ
ろ
、排
水
溝
が
新
設
さ

れ
ま
し
た
。

決
算
特
別
委
員
会（
市
長
質
疑
）

子
ど
も
医
療
費
助
成

中
学
卒
業
ま
で
完
全
無
料
化
を

被
災
者
に
寄
り
そ
っ
た

　

７
月
の
豪
雨
で
は
、八
幡
東
区
は
住
宅
被
害
が

半
壊・一
部
損
壊
な
ど
２
９
件
、が
け
崩
れ
が
５
８
件

な
ど
、市
内
の
中
で
最
も
被
害
が
大
き
く
な
っ
て
い

ま
す
。

　

し
か
し
、災
害
の
多
く
は
個
人
の
所
有
地
で
あ
る

た
め
、復
旧
工
事
も
個
人
の
負
担
・
責
任
と
な
り
、

遅
々
と
し
て
復
旧
や
再
発
防
止
策
が
進
ん
で
い
な

い
の
が
現
状
で
す
。「
救
済
の
方
法
は
な
い
の
か
」の

声
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。。

　

私
が
調
査
し
た
、西
台
良
町
の
が
け
崩
れ
は
、さ

ら
に
周
辺
へ
被
害
が
広
が
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

国
や
県
の
対
策
事
業
が
使
え
な
い
か
と
、日
本
共

産
党
の
高
瀬
菜
穂
子
県
会
議
員
、県
や
市
の
担
当

者
と
と
も
に
現
地
調
査
を
お
こ
な
い
検
討
を
要
請

し
ま
し
た
。
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正規教員の比率を９０％に、と教育長が答弁

公園トイレの洋式化をすすめる

高齢者等の緊急通報システムで安否確認サービスを導入

民生委員の負担軽減を「考える」と答弁させる

水害対策として河川への水位計の設置を増やす

病院、施設等の避難計画を３３年度までに作成
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 2017 年
９月議会

水害対策として河川への水位計の設置を増やす

病院、施設等の避難計画を３３年度までに作成

前進した市民の要求 日本共産党の論戦と提案

玄海原発対策 国保の「県単位」化

空き地対策を提起空き地対策を提起

温暖化対策

マイナンバー制度

　日本共産党北九州市議団は、９月議会でも市民の
様々な要望を受けて市に対応を迫り、数々の前進を図
ることができました。

　市民の安全と生活を守るために、日本共産党は焦点になっ
ている問題を取り上げて改善を要求しました。

●核兵器禁止条約への参加を求める意見書

　　ハートフル北九州、ふくおかネット、希望と未来が賛成
●北朝鮮の核実験強行に抗議する決議

　　ハートフル北九州、ふくおかネット、希望と未来が賛成
●オスプレイの飛行中止を求める意見書

　　ふくおかネット、希望と未来が賛成

９月議会　日本共産党提案の意見書・決議に賛成した会派

▼自民、公明はすべて反対。

財政問題
１　法人税減税で税収減

２　借金返済年９３２億円

３　ムダ遣い
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市の借金残高 （一般会計）のベスト５

2016年度決算

2016 年度決算より

土木費がダントツ
土木費がダントツ

　九州北部豪雨災害を受けて、住民への防災情報発信に不可欠な水位計について、市

内河川への設置状況を調査。流域延長が長い２級河川でも割子川など８河川が未設置だ

として、設置するよう要求。その結果、設置を検討することになりました。

　病院や高齢者施設等の避難計画については、災害時の避難計画がほとんどできてい

ないため、期限を定めて計画をつくり避難訓練を実施するよう求めました。市長は、平

成３３年（２０２１年）までに計画を作成するよう支援すると答えましたが、「支援要請

がなくても１日も早い計画作成と訓練の実施を」と要望しました。

　定数にも満たない教員の不足は慢性的で深刻で

す。原因の一つは正規教員の割合が少ないこと。

　日本共産党の指摘に教育長は、小・中学校と特別

支援学校あわせての正規比率を当面９０％に（１２０

人増）したいと具体的に答弁しました。全国平均は

９３.１％（２０１７年）です。

　日本共産党は公園トイレを和式から洋式に変更するように要望してきました。市

は７月から１９４団体にアンケートを取りましたが、回答があった９割のうち７割が

洋式化を要望していることが判明。この結果を踏まえて市長に質問したところ、要

望がある１６０か所の洋式化を考えると回答しました。

　在宅の高齢者や障害者宅に緊急通報装置を設置する「北九州市あんしん通報シス

テム」について、次の事業者委託では「利用者の状況確認」を業務内容に追加する

ことになりました。１年間通報のない利用者は状況を確認し、支援等が必要な利用

者は市に報告します。

　地域住民に密着した福祉の担い手として活動している民生委員は、高齢化の進展

等でますます多忙化することが予想されます。しかし、市からは交通費等として月

６０００円余りが支給されるだけです。日本共産党は、活動費の増額や過重な負担軽

減を求め、「負担軽減のあり方を考えていく」と市長は約束しました。

正規教員数（率）
2015年 4229人(86.2%)
2016年 4321人(88.6%)
2017年 4291人(87.5%)

小・中・特支合計で５月１日現在

正規教員数の推移

　来年１月にも再稼働しようとしている九

州電力の玄海原発。同原発から１００㎞に

位置する北九州市は、安全対策について説

明を受けているのか質問しましたが、全く

説明も受けていないことがわかりました。

　国民健康保険が来年度から、現在の市町村ごと

の運営から、都道府県単位で新たに組織される運

営団体に一本化されます。

　市民の意見が届きにくくなると同時に、保険料

の値上げが心配。一般会計から繰り入れて保険料

を下げるように要求しました。

　全国的に社会問題化している所有者不明

などの空き地問題。北九州市でもごみの放

置や害虫発生などが深刻です。市にはこれ

まで担当課もなかったため、キチンと対策

に取り組むように提起しました。

　北九州市では、市が事業所に従業員のマイナン

バーを記載した書類を郵送。誤送により第３者に

マイナンバーが漏れる事故が発生しています。普

及率は全国平均をも下回る７.７％。市民にとって

は個人情報の漏えいの危険が常に付きまとうこの

制度は、廃止すべきだと主張しました。

　市内の温室効果ガス排出量は、２０１６年

度、前年比で１．６％増です。全国の３．２％

減と比較しても深刻です。

　現在計画中の、市の環境基本条例（案）

にも反しており、改善を強く求めました。

3830 億円

940 億円

543 億円
385 億円

338 億円

　法人市民税は、安倍内閣による法人税減税の
影響で、前年度に比べ８億円以上の減収です。

　一般会計、特別会計、企業会計あわせた借金
返済額は、元利合計で９３２億円にもなります。
一般会計の借金の中身は、道路や橋などを作る
土木費の借金が大半です（左表参照）。

　小倉駅北口のＡＩＭビルでは少なくとも毎年
５億円を支出して運営を支え、若松区のひびき
コンテナターミナルは毎年２億円前後の赤字で
す。ムダな大型開発のツケです。
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小倉南生涯学習セン
ター・大ホール
生涯学習総合セン
ター・学習室
男女共同参画セン
ター・ホール
北九州芸術劇場・大
ホール
少年自然の家・1人1

体育館共用・1人2時
間以内
室内プール(7･8月以
外)・1人2時間以内
九州鉄道記念館
学術研究都市研修
室・1時間
釣り台付き遊歩道日
額
白野江植物公園

標準的な使用料値上げ例　
（単純計算による試算）

公共施設がいっせい値上げ？え！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　問題点の第１は、公の施設について地方自治法は、
「普通公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもっ
てその利用に供するための施設を設けるものとする」
と規定していることです。「住民の福祉を増進する」
ことが目的であって、誰もが自由に使う権利があり、
誰もが自由に使える使用料にする必要があります。
　第２に、現在６５歳以上の高齢者には減免制度があ
りますが、市の（素案）では、「少なくとも大人料金
の半額の負担を求めていく」としていることです。
例えば、健康維持やリハビリでプールを使用してい
る人の場合、１回の使用が４００円から６００円に引
き上げられる予定ですが、高齢者は無料だったもの

が半額の３００円の負担になります。月に２０日通
うと６０００円。低所得者には負担が重すぎます。
　第３は、受益者負担の原則で、「利用者と未利用者
との負担の公平性・公正性を確保するため」として
いることです。プールや公園を利用している人をみ
て、利用していない人が不公平や不公正を感じてい
るでしょうか。両者を対立したかのように描くのは、
架空の想定であり現実には存在しません。
　「公平性・公正性」より、まず「公共性・公益性」
を考えるべきです。いつでも使いたいときに使える
施設があり、無料あるいは低料金設定であることの
ほうが重要です。

　今年７月、市は「公の施設に係る受益と
負担のあり方について」（素案）を出しまし
た。市民が日常的に使用するプールや生涯
学習センター、少年自然の家などの使用料
を最大１.５倍にするとともに、高齢者などの
減免を見直す内容です。
　これまで市は、今後４０年間で２４％の公
共施設を削減する計画を推進していますが、
施設数は減らし使用料は値上げしようとい

強い市民の反対意見

市議会での日本共産党の主張

下関・
北九州道路 　総額２０００億円とも３０００億円とも

いわれる「下関北九州道路」について市
は、９月議会で初めて「彦島～日明」と

いうルートを明らかにしました。
　建設の効果について市は、これができれば既存道路の交通
量が減少する、下関・北九州両市の庁舎間移動時間が半分に
なる、などと主張しましたが、その程度の効果しかないこと
が逆に明らかに。しかも「移動時間半分」というのは不可能。
事実と異なる宣伝で世論を誘導しようとしています。
　建設費や採算性もいまだに示していません。

（下関側から下関北九州道路の予定ルートを視察
する日本共産党市議団や国会議員。５月２７日）

高齢者に負担直撃高齢者に負担直撃

う市民サービスの大幅縮減計画です。
　八幡図書館や市民会館の廃止にたいする反対運動が
起きたり、市民からの意見公募では反対意見が相次ぐ
中で、市も一定の見直しを迫られてきています。

事実と異なる宣伝で世論を誘導


